
様式第１号
　年　　月　　日

公益財団法人やまがた産業支援機構
理事長　氏　名　殿                                            
申請者    住所
氏名又は名称
                                                   代表者（役職及び氏名）
経営戦略等策定支援事業助成金交付申請書
経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第７条の規定により、経営戦略等策定支援事業助成金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　助成事業の目的及び内容
別添１（様式第１号）事業計画書のとおり
２　助成事業の開始及び完了予定日
　　開始予定日　　　年　　月　　日
　　完了予定日　　　年　　月　　日
３　助成対象経費
円
４　助成金交付申請額
円
５　添付資料
①別添１（様式第１号）事業計画書
②別添２（様式第１号）助成対象者概要書
③別添３（様式第１号）助成金所要額計算書
④別添４（様式第１号）暴力団等の排除に関する誓約書
⑤会社案内等の会社の概要が分かる資料
⑥決算書の写し

※法人は直近２年間の貸借対照表及び損益計算書、個人事業主は直近２年間の所得税⻘⾊申告決算書の写し（⽩⾊申告の場合は収支内訳書の写し）

※直近１年間しかない場合は１年分を提出、決算期を１度も迎えていない場合は提出

不要。
　　
別添１（様式第１号）
事業計画書
１　助成事業の内容
	（１）助成事業実施期間


	（２）助成事業の目的


	（３）助成事業の実施内容


	（４）助成事業の実施により見込まれる効果等



※用紙が足りない場合は適宜追加すること。
※参考となる資料がある場合は別に追加すること。
別添２（様式第１号）
助成対象者概要書
	名称
	

	代表者役職・氏名
	

	本社所在地
	

	製造施設所在地
	

	資本金・出資金
	　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　人

	創業・創立日（西暦）
	　　　　年　　月　　日

	業種
	

	売上高（直近）
	

	今後の成長に向けた方針について
	以下の「・」のいずれか１つに○をつけてください。
・　「100億宣言」をしている。
・　現在「100億宣言」をしていないが、今後宣言したうえで　　　売上高100億円（※）を目指す。
・　今後も「100億宣言」をする予定はないが、売上高100億円（※）を目指している。
（※）100億企業を目指す企業は、直近の売上高が10億円以上かつ、100億円を目指す意思が確認できる企業とする。

	担当者の役職及び氏名
	役職
	
	氏名
	

	連絡先
	電話
	
	E-mail
	


　※業種欄は、日本標準産業分類に掲げる細分類と番号（４桁）を記載すること。
※参考となる資料がある場合は別に追加すること。
別添３（様式第１号）
助成金所要額計算書
	　
	(A)
	(B)
	(C)
	(D)
	(E)
	　

	経費
区分
	助成対象経費
支出予定額(税抜)
	(A)×1/2
（千円未満切捨）
	助成基準額
	助成金所要額
(B)又は(C)の
いずれか低い額
	自己資金
(A)-(D)
	経費内訳

	報酬
	円
	　
　
	　
　
	　
　
	　
　
	

	謝金
	円
	
	
	
	
	

	旅費
	円
	
	
	
	
	

	合  計
	円
	円
	500,000円
	円
	円
	


別添４（様式第１号）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人やまがた産業支援機構
理事長　氏　名　殿
申請者    住所
氏名又は名称
                                                   代表者（役職及び氏名）
暴力団等の排除に関する誓約書

　経営戦略等策定支援事業助成金の申請にあたり、下記の事項について誓約いたします。また、この誓約が虚偽であった場合には、速やかに届け出るとともに、助成金の交付決定の取り消し等のいかなる措置を受けることとなっても、一切異議申し立ては行いません。

記

１　自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
(2) 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3) 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
(4) 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者
(5) 暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者
(6) 暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者
(7)暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の(1)から(7)までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。
様式第２号
実施計画書
令和    年    月    日
公益財団法人やまがた産業支援機構
理事長　氏　名　殿
専門家名：                                
１．指導予定日及び内容
	
	実施予定日
	助言時間
	実施方法
(訪問・Web)
	助言内容

	例
	４月１日
	3時間相当
	訪問
	～に関する診断
～に関する助言など

	1
	 
	時間相当
	 
	 

	2
	 
	時間相当
	 
	 

	3
	 
	時間相当
	 
	 

	4
	 
	時間相当
	 
	 

	5
	 
	時間相当
	 
	 

	6
	 
	時間相当
	 
	 

	7
	 
	時間相当
	 
	 

	8
	 
	時間相当
	 
	 

	9
	 
	時間相当
	 
	 

	10
	 
	時間相当
	 
	 


　総助言時間： 　 時間相当
２．実施の回数（      ）回希望
内訳　０泊１日　　　　　回
　　　１泊２日　　　　　回

　　　　　泊　日　　　　　回

３．専門家のこれまでの指導実績・得意分野等
４.診断・助言等で知り得た情報等について
専門家としての業務により、企業等から開示を受ける情報については、情報提供者からの了解を得ずに、業務期間中はもとより、業務期間終了後も、貴機構を除く第三者に開示・漏洩しない義務を負うことを承諾いたします。
	専門家署名
	住所：
	 

	 
	氏名：
	                                                 印


【参考】 提出方法および作成にあたっての留意事項
●提出方法
· 捺印後（電子印可）、カラースキャンしたデータ（PDF等）をメールでご提出ください。
●作成にあたっての留意事項
・助言時間について
１回（日）あたりの時間は、下記のいずれかになります。
· ２時間相当：２時間以上３時間未満、３時間相当：３時間以上４時間未満、
４時間相当：４時間以上
・助言内容について
· 助言内容は、可能な限り各回違う内容をご記入ください。
· 同じ助言内容が複数回続く場合は、「～に関する助言①」、「～に関する助言②」など附番ください。
· あくまでも計画になりますので、支援を進める過程で助言内容に変更があっても問題ございません。
・実施対象期間について
· 派遣で入っていただける期間は、令和９年２月１５日までとなります。
※実施計画で作成した1回あたりの助言時間や回数を、後日増やすことはできませんのでご注意ください。
※支援する中で、時間や回数を減らすことは問題ございません。
・実施の回数について
· 日帰りの場合は、「０泊１日」に回数をご入力ください。
※その他、参考となる資料がある場合は別に追加すること。

様式第３号
　　年　　月　　日
　宛て
公益財団法人やまがた産業支援機構　
理事長　氏　名　殿　　　　　　　
経営戦略等策定支援事業助成金交付決定通知書
年　　月　　日付け交付申請のありました経営戦略等策定支援事業助成金については、経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第８条第１項の規定により下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。
記
助成金の額　　　　　　　　　　円
様式第４号
令和　　年　　月　　日

公益財団法人やまがた産業支援機構
  理事長　氏　名　殿     
申請者    住所
氏名又は名称
                                                   代表者（役職及び氏名）
経営戦略等策定支援事業計画変更(中止・廃止)承認申請書
経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第10条の規定により、計画変更(中止・廃止)について下記のとおり申請します。
記
１　変更(中止・廃止)の内容
２　変更(中止・廃止)を必要とする理由
３　添付資料
　　①様式第１号の別添
　　②その他機構が必要と認める資料
（注）添付資料については、変更前と変更後とを容易に比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。また、申請時以降変更のない場合は省略できる。
様式第５号
　　年　　月　　日
　宛て
公益財団法人やまがた産業支援機構　　
理事長　氏　名　殿　　　　　　　　
経営戦略等策定支援事業計画変更（中止・廃止）承認通知書
　　年　　月　　日付けをもって申請のあった標記計画変更（中止・廃止）については、経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第11条の規定により、申請のとおり承認するとともに、標記助成金については、下記のとおり変更して交付することに決定したので通知します。
記
	既交付決定額
(A)
	今回変更増減額(B)
	変更交付決定額
(A)＋(B)

	円
	円
	円


（注）助成事業の中止又は廃止の場合は、「とともに、標記助成金については、下記のとおり変更して交付する」を削る。
様式第６号
令和　　年　　月　　日

公益財団法人やまがた産業支援機構
  理事長　氏　名　殿          
申請者    住所
氏名又は名称
                                                   代表者（役職及び氏名）
経営戦略等策定支援事業状況報告書
経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第13条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　助成事業の遂行状況
２　助成対象経費の執行状況
	経費の区分
	摘　　　要
	助成事業に

要する経費

Ａ
	支出額

Ｂ
	執行率

Ｂ／Ａ

	報　酬
	
	円
	円
	％

	謝　金
	
	円
	円
	％

	旅　費
	
	円
	円
	％

	合　　計
	
	円
	円
	％


様式第７号
令和　　年　　月　　日

公益財団法人やまがた産業支援機構
理事長　氏　名　殿
申請者    住所
氏名又は名称
                                                   代表者（役職及び氏名）
経営戦略等策定支援事業実績報告書
経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第14条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　実施した助成事業の内容等
別添１（様式第７号）助成事業実績書のとおり
２　助成事業の実施期間

　　開始日　　　年　　月　　日
　　完了日　　　年　　月　　日
３　助成対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　助成金の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

５　添付資料
①別添１（様式第７号）助成事業実績書
②別添２（様式第７号）助成金精算額計算書
③助成対象経費の申込書、発注書、契約書などの写し
④助成対象経費の請求書の写し
⑤助成対象経費の支払を確認できる資料の写し
別添１（様式第７号）
助成事業実績書
１　助成事業の実績
	（１）助成事業実施期間


	（２）助成事業実施内容


	（３）助成事業の成果


	（４）評価及び要因分析


	（５）助成事業終了後の活動方針



※用紙が足りない場合は適宜追加すること。
※参考となる資料がある場合は別に追加すること。

２　助成事業のスケジュール（実績）
(1) 指導日及び内容
	
	実施日
	助言時間
	実施方法
(訪問・Web)
	助言内容

	例
	４月１日
	3時間相当
	訪問
	～に関する診断
～に関する助言など

	1
	 
	時間相当
	 
	 

	2
	 
	時間相当
	 
	 

	3
	 
	時間相当
	 
	 

	4
	 
	時間相当
	 
	 

	5
	 
	時間相当
	 
	 

	6
	 
	時間相当
	 
	 

	7
	 
	時間相当
	 
	 

	8
	 
	時間相当
	 
	 

	9
	 
	時間相当
	 
	 

	10
	 
	時間相当
	 
	 


　総助言時間： 　 時間相当
(2) 実施の回数（      ）回
内訳　０泊１日　　　　　回
　　　１泊２日　　　　　回

　　　　　泊　日　　　　　回
※用紙が足りない場合は適宜追加すること。
※参考となる資料がある場合は別に追加すること。
別添２（様式第７号）
助成金精算額計算書
	　
	(A)
	(B)
	(C)
	(D)
	(E)
	(F)
	　

	経費
区分
	助成対象経費
支出額(税抜)
	(A)×1/2
（千円未満切捨）
	助成基準額
	助成基本額
(B)又は(C)のいずれか低い額
	助成金既交付
決定額
	助成金所要額
(D)又は(E)のいずれか低い額
	経費内訳

	報　酬
	円
	　
	　
	　
	
	　
	

	謝　金
	円
	
	
	
	
	
	

	旅　費
	円
	
	
	
	
	
	

	合　計
	円
	円
	500,000円
	円
	円
	円
	


様式第８号
　　年　　月　　日
　宛て
公益財団法人やまがた産業支援機構　　
理事長　氏　名　殿　　　　　　　　
経営戦略等策定支援事業助成金額確定通知書
　　年　　月　　日付けをもって提出のありました標記助成金について、経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第15条の規定により、助成金の額を下記のとおり確定したので通知します。
記
助成金確定額　　　　　　　　　円
様式第９号
令和　　年　　月　　日

公益財団法人やまがた産業支援機構
理事長　氏　名　殿
申請者    住所
氏名又は名称
                                                   代表者（役職及び氏名）
経営戦略等策定支援事業助成金精算払請求書
経営戦略等策定支援事業助成金交付要綱第16条第２項の規定により、下記のとおり請求します。
記
　
１　精算払請求金額

　　　　　　　　円
２　振込先口座
	金融機関名
	

	支　店　名
	

	預金種別
	

	口座番号
	

	預金名義

(カナで記入)
	


３　添付資料
　　振込先口座の通帳の表紙及び１，２ページ目の写し

